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研究要旨： 

 医療計画・障害福祉計画・介護保険計画が、平成 30 年度に同時に改訂されることを踏まえ、

自治体・医療関係機関等がその着実な策定と確かなモニタリングに関する方策を提示するもの

である。現在行われている「これからの精神保健医療福祉に関する検討会」の、新たな地域精

神保健医療体制のあり方の構築に関する議論を受け、地域で効果的に展開するための具体的か

つ実現可能な方法を提示することである。そのために、総合的な精神科医療実態把握のための

データセットの作成と地域医療計画の進捗管理に資するツール作成、精神科医療資源と人材の

ニーズ推計とそのプロセス提示を行うため研究を実施し、今年度は以下の結果を得た。 

 

○ 第 7 次医療計画の指標策定を行った。多様な精神疾患に対応した、地域包括ケアシステム

構築に向けて、15 疾患等領域における圏域毎の医療機関数をストラクチャ、患者数をプロセス、

病期別の入院需要と、地域移行を受け入れる地域基盤必要量をアウトカム指標とした。 

○ これら指標値を毎年精神保健福祉資料として、国立精神・神経医療研究センター精神保健

研究所精神保健計画研究部のホームページ(http://www.ncnp.go.jp/nimh/keikaku)で公表するこ

ととした。 

○NDB の精神医療行政データへの活用について、適当であると結論した。 

○630 調査に関しては、あり方検討会の議論を受け、また NDB の活用を念頭に改訂が必要であ

ると結論した。 

○都道府県が、平成 32 年.36 年度末のアウトカム目標を容易にたてることができる推計ワーク

シートを開発した。 

○1 年を超える入院患者の 62.7%が重度かつ慢性者の基準案に合致することを算出し、今後の地

域基盤整備必要量の算定のため参照した。 

○自殺未遂対応後の身体科から精神科へのフローに関して自治体レベルでの好事例のとりまと

めを行った。 

○G7 各国を中心とした、非同意入院とその退院後の地域での対応、精神保健指定医制度に関す

る比較表を作成した。 
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Ａ．研究目的 

 本研究の目的は、医療計画・障害福祉計画・

介護保険計画が、平成 30 年度に同時に改訂さ

れることを踏まえ、自治体・医療関係機関等

がその着実な策定と確かなモニタリングに関

する方策を提示するものである。現在行われ

ている「これからの精神保健医療福祉に関す

る検討会」の、新たな地域精神保健医療体制



のあり方の構築に関する議論を受け、地域で

効果的に展開するための具体的かつ実現可能

な方法を提示することである。そのために、

総合的な精神科医療実態把握のためのデータ

セットの作成と地域医療計画の進捗管理に資

するツール作成を行う。また、これら推計や

プロセスの中身ともなる施策推進等で生じた

新たな諸課題に対しては、課題ごとの分担研

究班において従来の取組みや調査等のレビュ

ーを通じた知見を創出する。 

 これら本研究により得られた知見をもとに、

全体研究班会議にて地域精神保健医療福祉に

関係する組織・団体間の合意形成を行うこと

により、実効性のある精神障害者施策に反映

させる。これらは医療計画が実行力のあるも

のであるために必要な要素であり、根拠に基

づいた将来予測と諸課題におけるプロセスモ

デルを提示することは、自治体や医療機関に

とって必要なものと考える。 

 このような課題に対応すべく、分担班とし

て以下の構成とした。 

A 総合的な精神保健医療データセット・デ

ータツールによる、精神科医療のニーズ推計

とプロセス提示に関する研究 

B 一般医療と整合性を持たせた精神医療計

画策定プロセスに関する研究 

C 病院の構造改革に関する好事例モデルと

そのプロセスの検討に関する研究 

D 身体疾患を合併する精神障害者に対する

医療提供体制構築に関する研究 

E 精神科医療における医療安全に関する研

究 

F 重度かつ慢性の精神障害者の医療提供体

制に関する研究 

G 精神保健医療に関する制度の国際比較に

関する研究 

 

Ｂ．研究方法 

 自治体職員や医療機関職員等の利用者の視

点にたった 630 調査、患者調査、病院報告、

ＮＤＢ(レセプトナショナルデータ)、診療報

酬に関する調査、独自調査等の様々なデータ

データの整理、見せ方を検討した。また、精

神医療が抱える課題への対応として、病院が

今後とるべき好次例モデルとして必要な事項、

自殺未遂患者の身体救急後対応の精神医療と

の連携様式包括的暴力防止プログラム

(CVPPP)の普及方策、G7 を中心とした精神医

療体制の比較、重度かつ慢性患者の基準案の

利用のあり方について検討した。 

（倫理面への配慮） 

本研究の実施にあたっては文部科学省・厚生

労働省「人を対象とする医学系研究に関する

倫理指針」を遵守した。またデータ収集に先

立ち、国立精神・神経医療研究センター等で

の倫理委員会の承認を得る。このほか、統計

法やレセプト第三者提供に関するガイドライ

ン等、データに基づいた法令等を遵守した。 

 

Ｃ．研究結果 

 年度内に 4 回の研究班会議を開催し、医療

関係団体、行政機関等の代表者も交え、成果

物に関して検討した。 

 630 調査、患者調査、病院報告、ＮＤＢ(レ

セプトナショナルデータ)、診療報酬に関する

調査、独自調査等の様々なデータデータの整

理、見せ方を検討した。NDB における 2 次医

療圏毎の入退院動態を分析し、それを補完す

るデータソースとして患者調査を用いて、都

道府県・2 次医療圏毎の短期患者の退院率、

長期患者数、長期患者の将来推計と地域基盤

整備必要量を算出する等を行い、以下の結果

を得た。 

○ 第7次医療計画の指標策定を行った。

多様な精神疾患に対応した、地域包括ケアシ

ステム構築に向けて、15 疾患等領域における

圏域毎の医療機関数をストラクチャ、患者数

をプロセス、病期別の入院需要と、地域移行

を受け入れる地域基盤必要量をアウトカム指

標とした。 

○ これら指標値を毎年精神保健福祉

資料として公表することとした。 

○ NDB の精神医療行政データへの活

用について、適当であると結論した。 



○ 630 調査に関しては、あり方検討会

の議論を受け、また NDB の活用を念頭に改訂

が必要であると結論した。 

○ 都道府県が、平成 32 年.36 年度末の

アウトカム目標を容易にたてることができる

推計ワークシートを開発した。その際、入院

需要の推計に関して一般病床で用いられる方

法をとり、地域包括ケアを実現するための行

政としての目標として、継続的な入院治療を

必要とするものの割合、クロザピン等の普及

による医療高度化の影響、認知症施策の推進

による影響を設定することとした。 

○ 一方で、自然減の影響による入院需

要推定も併行して行ったが、これは今後の病

院の好事例モデルの研究の進捗に合わせて検

討することとした。 

 

病院の好事例モデルとしては、広域・異種

の連携事業への参画、政策に沿った特定の理

念に基づいた運営方針をとる等、今後の必要

な事項が抽出された。自殺未遂対応後の身体

科から精神科へのフローに関してとりまとめ

を行い、自治体が事業等を構築できるような

好事例プロセスをまとめ、提言した。ＣＶＰ

ＰＰの普及のあり方を検討し、研修会を実施

した。また、過去 10 年間で身体拘束数が 2

倍に増加したとの報道を受け、医療安全との

関連も含めた要因の調査するための検討を行

った。過去の調査において、1 年を超える入

院患者の 62.7%が重度かつ慢性者の基準案に

合致することを算出し、今後の地域基盤整備

必要量の算定の根拠となった。G7 各国を中心

とした、非同意入院とその退院後の地域での

対応、精神保健指定医制度に関する比較表を

作成した。 

 

Ｄ．考察 

 １）達成度について 

 本年度計画した事項について概ね達成でき

た。データ分析においては、医療計画の議論

にあわせ進捗し、また、本年度に発生した精

神医療に関わる行政的な事案に対して対応で

きた。 

２）研究成果の学術的意義について 

 過去の調査のとりまとめを行うことで、今

後の医療計画等において必要な事項が整理で

き、その中で、わが国の精神病床退院後の日

ごとの再入院率を提示するなど疫学的にも国

際基準に達するデータを得ることができた。 

３）研究成果の行政的意義について 

 精神・障害保健課で現在行われている「こ

れからの精神保健医療福祉のあり方に関する

検討会」における資料提示を検討会の進捗と

連動して行った。また国際比較においては、

措置入院、精神保健指定医に関する行政事案

に速やかに対応した。 

 医療計画の議論、行政における事案対応に

おいて、担当課と進捗状況をあわせ、行政推

進に寄与できたと考える。 

 

Ｅ．結論 
 今年度の本研究の総括は以下のとおりであ

る。 

○ 第 7 次医療計画の指標策定を行った。多

様な精神疾患に対応した、地域包括ケア

システム構築に向けて、15 疾患等領域に

おける圏域毎の医療機関数をストラクチ

ャ、患者数をプロセス、病期別の入院需

要と、地域移行を受け入れる地域基盤必

要量をアウトカム指標とした。 

○ これら指標値を毎年精神保健福祉資料と

して、国立精神・神経医療研究センター

精神保健研究所精神保健計画研究部のホ

ームページ

(http://www.ncnp.go.jp/nimh/keikaku)で公

表することとした。 

○ NDBの精神医療行政データへの活用につ

いて、適当であると結論した。 

○ 630 調査に関しては、あり方検討会の議

論を受け、また NDB の活用を念頭に改訂

が必要であると結論した。 

○ 都道府県が、平成 32 年.36 年度末のアウ

トカム目標を容易にたてることができる

推計ワークシートを開発した。 



○ 1年を超える入院患者の 62.7%が重度かつ

慢性者の基準案に合致することを算出し、

今後の地域基盤整備必要量の算定のため

参照した。 

○ 自殺未遂対応後の身体科から精神科への

フローに関して自治体レベルでの好事例

のとりまとめを行った。 

○ G7 各国を中心とした、非同意入院とその

退院後の地域での対応、精神保健指定医

制度に関する比較表を作成した。 

 

Ｆ．健康危険情報 なし 
Ｇ．研究発表 
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